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戦略的基盤技術高度化支援事業 
指摘事項への対応状況について 

 

経済産業省 
 

①戦略的分野の設定と戦略的基盤技術の選定について 
（指摘事項） 

  本事業を推進するにあたり、我が国の将来の先端的新産業分野の発展と産業競争力の強

化を念頭に本事業がターゲットとすべき分野の設定と戦略的基盤技術の選定が非常に重要

であり、それらを明確に示すことが必要である。 

  今後、経済産業省中小企業政策審議会の審議を踏まえて選定される基盤技術の具体化及

び中小企業が行うべき技術開発の方向性を示す技術別指針の策定においては以上の点を踏

まえつつ、本事業におけるそれぞれのプロジェクトごとに研究開発としての具体的なミッ

ションを明確にすべきである。 

  なお、戦略的分野の設定等においてはニーズやその後の技術動向を踏まえ、見直し等、

柔軟に対応できることが望ましい。 

 

（対応状況） 

○「特定ものづくり基盤技術（戦略的基盤技術）」の指定に当たっては、我が国の

将来の先端的新産業分野の発展と産業競争力の強化を念頭に置き、中小ものづく

り高度化法第２条第２項において明確に示しているところ。 

①ものづくり基盤技術振興基本法に規定するものづくり基盤技術から抽出する

こと。（汎用性の要件） 

②当該技術を用いて行う事業活動の相当部分が中小企業者によって行われるも

のであること。（中小企業性の要件） 

③中小企業者がその高度化を図ることが我が国製造業の国際競争力の強化又は

新たな事業の創出に特に資するものであること。（重大性・不可欠性の要件） 

 

○中小ものづくり高度化法第３条第２項にて、「特定ものづくり基盤技術高度化指

針」の策定においては、同指針において、技術分野ごとに研究開発としての具体

的なミッションを示している。 

  ①特定ものづくり基盤技術の高度化全般にわたる基本的な事項 

  ②個々の特定ものづくり基盤技術ごとに、達成すべき高度化目標 

 ③個々の特定ものづくり基盤技術ごとに、高度化目標の達成に資する特定研究

開発等の実施方法 

  ④個々の特定ものづくり基盤技術ごとに、特定研究開発等を実施するに当たっ

て配慮すべき事項 

 

○「特定ものづくり基盤技術」及び「特定ものづくり基盤技術高度化指針」の変更

についても、中小ものづくり高度化法において認められており（第２条第４項、

第３条第３項）、当該技術分野を取り巻くニーズや技術動向を踏まえて柔軟に対

応できる仕組みとなっている。 



②優れたテーマ及び研究チームの採択と実行目標の設定について 
（指摘事項） 

  本事業が成功するためには、選定された戦略的基盤技術に対し、中小企業における研究

開発の位置付けや環境要因を明らかにしつつ、中小企業において実現可能な優れたテーマ

と着実に推進できる実力のある研究チーム（共同研究体・中小企業）を採択するとともに、

研究開発期間内に達成できる明確な目標の設定と達成評価の判定基準の事前設定が必要で

あり、こうした点を踏まえた公募、審査等の制度設計が必要である。 

  また、本事業においては、研究開発の実施期間やコンソーシアムの構成等、実施者の主

体性を重視し、プロジェクトごとに柔軟に対応するとのことであるが、本事業において実

施が想定される研究開発の多種多様性に鑑み、画一的な取り扱いを避け、また、採択テー

マごとの、実施期間、運営体制や資金の規模等にかかる柔軟性の確保について特に考慮す

べきである。 

  なお、本事業はその成功のために応募前より行政機関等による協力・指導の下で準備が

進められるとのことであるが、この過程の透明性の確保に配慮するとともに、競争的性格

を有する事業であることから、審査、採択にあたっては外部審査委員会の活用等、透明性・

公正性を十分に保つことが求められる。さらに本事業の採択スキーム案において、技術評

価・事業化評価、政策面評価及び採択審査委員会による審査等、数次の評価の仕組みが検

討されているが、これらの関係、役割と分担についても十分な検討が必要である。 

 

（対応状況） 

○採択審査については、「優れたテーマ」と「着実に推進できる共同体」を採択す

ることを目的とし、「技術面」「事業化面」「政策面」からの審査を基に評価し、

総合的な審査を行うこととしている。 

○「技術面」からの審査においては、研究開発目標値の妥当性やその実施体制（人

材面、設備面、資金面）等から審査することとし、「事業化面」からの審査にお

いては、事業化を達成するための経営的基礎力、経済波及効果等から審査するこ

ととし、「政策面」からの審査においては、各政策に沿った研究開発であるかど

うかという着眼点から審査することとし、事前に公募要領にも明記しているとこ

ろ。 

 ○実施期間については、中小ものづくり高度化法の認定を受けた研究開発期間のう

ち、連続する２年度乃至３年度であれば応募可能であり、当該技術分野における

研究開発動向を考慮しつつ、適切なタイミングでの応募が可能である。 

○研究開発の実施体制については、「中小ものづくり高度化法の認定を受けた中小

企業者が参画していること」のみ条件とし、最小規模となる認定中小企業者１社

から応募可能であり、構成員数の上限も設けていない。 

○予算規模についても、比較的小額の「一般枠」、比較的高額の「重点化枠（川下

分野横断枠）」のいずれに提案しても良いものとしている。 

 

○審査・採択までの一連の流れにおいて、透明性・公正性の確保は重要と認識して

いるところ。 

○「技術面」「事業化面」の書面審査は、それぞれ複数の外部審査委員がピアレビ

ューを行い、「政策面」の書面審査は、中小企業庁技術課、経済産業省当該技術 



所管課室、当該経済産業局担当課がそれぞれの観点から評価を行うこととし、偏

りの無い審査を実施している。 

○当該書面審査による得点を基に、外部有識者等により組織される採択審査委員会

において総合的に審査を行い、公正性を担保している。 

○不採択案件に対しては、当該審査結果を審査項目ごとに３段階の相対評価で示す

など、透明性も保持している。 
 

 

③実施組織の明確化と強力な推進体制の整備について 
（指摘事項） 

  本事業により採択されたテーマが着実に推進されるためには、一般枠の委託事業及び重

要産業横断枠の委託事業の各々の事業の特性を踏まえつつ、事業に参画する関係者の役割

と責任の範囲を明確にし、中小企業に対する研究開発面でのサポートと経理等の事務処理

面でのサポートのための推進体制の整備、また、適時、適切な進捗の管理と評価が必要で

ある。 

  研究開発面でのサポートにおいては、大学や公的研究機関の学識経験者や開発メーカー

の技術者などの積極的な協力が得られるようにすること、また、事務処理面のサポートに

おいては事業管理法人が一括して行うなど、研究開発の実施者が研究開発に専念できる環

境を整備することが必要である。 

  また、プロジェクトリーダーは実施プロジェクトに対する総責任を有するとともに強力

なリーダーシップと公平性が求められることから、参画する中小企業の代表者や開発メー

カーの技術者を登用する場合はこうした点を十分に踏まえて選出し、責任と権限を機動的

に発揮できる実行体制を明確化することが重要である。また、プロジェクトによっては大

学や公的研究機関の学識経験者のプロジェクトリーダーやサブプロジェクトリーダーへの

登用も検討すべきである。 

  さらに進捗管理や開発過程における評価については、プロジェクトリーダーが自ら適時、

適切に実施することはもとより、大学や公的研究機関による高度な分析や計測等の支援も

積極的に受けることが必要である。 

 

（対応状況） 

○本事業では、中小企業者が研究開発に専念でき、かつ、有識者等のサポートを受

けやすくするため、「研究実施者」以外に「事業管理者（必須）」及び「アドバイ

ザー（任意）」から成る研究開発体制を基本としている。ただし、本事業におい

て実施が想定される研究開発の多種多様性等に鑑みて、中小企業１社での提案も

排除していない。 

○中小企業者に限らず、研究開発機関や大学、公益法人等も「研究実施者」になる

ことができ、担当するそれぞれの研究開発に対して責任を有する。なお、責任範

囲を明確化するため、事業管理者と再委託契約を締結することとしている。 

○「事業管理者」は、研究実施者間の連絡・調整、財産の管理、研究開発成果の普

及を主体的に行う等、研究実施者の事務的負担を軽減する。なお、研究開発を実

施する者を代表して、国及び独立行政法人中小企業基盤整備機構と契約を締結す

ることとなり、当該委託契約において主たる責任を負う。 

○「アドバイザー」は、学識経験者等が研究開発に参画しやすいように、契約行為



に縛られない位置づけとして助言を与える。したがって、委託契約（研究開発）

においては責任を負わず、研究開発に対して補助的な役割を果たす。 

○プロジェクトリーダー及びサブリーダーは、研究開発において成果実現に導く役

割を担うことから、研究開発上の高い知見と管理能力を有し、研究開発全体を総

括できる能力を有すること等を能力要件とし、採択審査にあたっては、プロジェ

クトリーダー及びサブリーダーの研究略歴の報告を求めている。 

○研究開発内容が複雑高度化する場合にあっては、中小企業者のみで研究開発を進

めることは、技術分野間、参加企業間の調整が困難なことが予想されることから、

大学や公的研究機関の学識経験者等が、プロジェクトリーダー又はサブリーダー

として参画できることとし、実施者が状況に合った者を選べるよう、柔軟に対応

することとしている。 

○進捗管理や開発過程おける評価においては、研究開発に必要な知識や情報等の収

集のための委員会費や調査費、高度な分析や計測等を大学や公的研究機関に依頼

するための外注費の計上を認めており、大学や公的研究機関が研究実施者やアド

バイザーとして参画しなくても、積極的活用できるよう配慮している。 
 

 

④成果に対する評価と評価結果に基づく処遇について 
（指摘事項） 

  採択されたテーマの成果が適正に評価されるとともに、評価結果に基づく研究開発の実

施企業に対する結果責任が必要である。 

  評価においては、研究開発の目標に対する達成度の評価の基準を予め定め、その達成度

による評価を行うことが重要である。評価委員会も技術的な知見や判断力を有し、厳正で

中立な評価を行える独立性の高いものとし、実際の評価にあたって構成員が直接、調査や

ヒアリングを行う仕組みの導入も検討すべきである。 

  また、研究開発の実施企業に対してプロジェクトの実施に伴う緊張感とインセンティブ

を与える環境をつくることも重要である。本事業では、プロジェクトの途中において進捗

状況やフィージビリティの観点から中間評価を実施し、その結果を委託費に反映させる仕

組みを導入するとのことであるが、さらに、例えば、目標の達成度に応じて支払額を増減

する仕組みの導入も検討すべきである。 

 

（対応状況） 

○成果の評価については、採択審査時点で示されている具体的な目標値等が基準と

なり、採択審査を実施した者等、知見や判断能力を有し、中立的に評価を行える

有識者が行うこととしている。これらの評価は、一次的には、契約期間となる単

年度ごとに中間評価として実施され、当該期間における成果等が不十分な場合は、

継続契約を締結しない等の対応をすることとし、実施企業の結果責任を問うこと

としている。なお、必要に応じヒアリングも実施する。 

○目標達成度に応じて支払額を増減するのは、補助事業においては、有効なインセ

ンティブとなりうるが、委託事業は、基本的に契約行為に基づくものであり、成

果が十二分か不十分かを判断する基準及び増減額率等を個別具体的に契約書に



明示する必要があり、その設定は非常に困難であることから、本事業には馴染ま

ない。 
 

 

⑤研究開発の成果の取扱について 
（指摘事項） 

  本事業により研究開発を行う研究チームは研究共同体として組織され、構成メンバーも

中小企業、製造メーカー、大学・公的研究機関等、複数、多岐にわたることから、研究開

発の成果物の取扱、特に知的財産権の帰属については予め、明確なルールを定め、構成メ

ンバー間で不公平が生じないような仕組みの構築が必要である。 

  例えば、研究開発の成果に対する各々の構成メンバーの貢献度を正しく判断し、利益配

分が適正にできる仕組みの検討・準備がなされているか、知的財産権及びそれを活用した

事業展開等について中小企業に対して適切にアドバイスすることができる仕組みが準備さ

れているかなどを当事業の申請の要件とすることも検討すべきである。 

 

（対応状況） 

○本事業の成果としての知的財産はバイ・ドール条項により、直接的な受託者たる

事業管理者に帰属することとなる。 

○事業管理者は、予め、再委託契約において、明確に知的財産の分配（帰属先）を

示すこととしており、構成メンバー間で不公平が生じないようにしている。 

○研究開発成果の事業化においては、成果を知的財産化しないという選択肢（戦略）

もあることから、知財権の活用自体を申請要件とはしていないが、事業化の可能

性は川下企業との協力の体制等を含め、重要な評価指標となっている。 


